
１. 序論

本論文の目的は, 現地固有の知識の本社への移転は, 本社から海外拠点への適切な知識移転,

すなわち移転された知識の現地利害関係者による受容の鍵を握っている, と主張し, 証明する

ことである｡

多国籍企業が海外拠点を持ち活動する以上, 国際知識移転は必然である｡ そして, この知識

移転は必然的に異文化接触を伴う｡ 異文化接触が企業経営上の関心事として研究の対象として

浮上してきたのは, 現代経営学研究の主流とされている米国内に限れば����年代にさかのぼる｡
これらの研究は, 今日では ｢異文化経営｣, あるいは ｢異文化マネジメント｣ という名前で呼

ばれている｡ また上で述べたような規模と範囲の変化に伴ってその研究上の関心も変化してい

る２)｡ とりわけ, 今日における異文化マネジメントの関心事は, 自国では入手不可能で海外で

入手可能な異文化環境下における経営資源とりわけ知識を, 経営上の資産として本国本社のみ

ならず全社で蓄積し, 活用することによる, グローバル規模での競争優位性の構築にある

(���� ����������������������������)｡
こうした目的を持った知識移転に伴う異文化接触の結果として, 進出先となる異文化環境下

での労働者, 出資者, 顧客あるいは取引先等, 現地の利害関係者の持つ価値観が, 本国本社の
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価値観と衝突する可能性が存在する３)｡ 一方, 海外拠点での活動の規模や範囲の拡大や, 組織

内の人的資源の国際移動によって, 本国に移転される知識も増えるので, 異文化接触による価

値観の衝突は本国本社においても起こりうる｡ したがって, 価値観の衝突の発生に地理的制約

はない｡

特に, 本国本社によって移転される知識に内包する価値観の移転による異文化接触の背景と

して, 今日では, グローバル統合化 (�����������������) とローカル適応化 (��������������������) (�������� �������������) という, 相反する圧力の存在を無視することは出来
ない (図表１参照)｡ これらの圧力のうち, 特にグローバル統合化への圧力は, 多国籍企業に

とって, 本国本社の持つ知識の拡散, 換言すれば異文化環境下への移転を促す｡ 知識にはその

知識を生んだ価値観が内包されるので, ホスト国の海外拠点, あるいはそれにかかわる現地法

人の利害関係者 (以下, 現地利害関係者) に本社の持つ価値観も移転させる｡

以上のように, この知識移転の過程において現地利害関係者との異文化接触は必然であるの

で, 移転する知識に内包する価値観の管理は, 知識移転の成否を握る鍵であると言える｡ 換言

するならば, 本社の経営理念, 経営慣行や従業員規則が, 海外拠点においても実施が可能かど

うかは, 現地の法令の遵守, 他社の慣行との比較あるいは現地従業員の受容が条件であるよう

に, 多国籍企業内の国際間知識移転の成否は, 経営環境を構成する現地利害関係者に受容され
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３) なお, 知識移転において移転先が示す拒否反応の例として, ��� (���������������) シンド
ローム (����� ���������), 迷惑トランスファー (��������������������) が既に指摘され
ている｡

図表１：多国籍企業が関わる異文化接触とその影響

出所：著者作成
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るかどうかが鍵を握っていると言える｡ なぜなら, 彼らは, 自らの持つ価値観で以って, 本国

本社から移転してきた知識を資源足りうる存在であるかどうかを判断する４) からである｡ また,

現地国や地域のコンテクスト (法令や習慣) に則るだけではなく, 異文化環境下における利害

関係者が持つ文化的背景と自らが持つ文化的背景との相違に対する認識と配慮を重ねることが,

継続した経営活動のための前提条件である (�������・・������������) ともいえる｡ よって,
移転させようとする知識が, 現地利害関係者が受容しやすいようにアレンジされていることは,

円滑な知識移転の前提条件と言える｡

現地利害関係者が受容な可能な価値観が, 現地利害関係者自身が持つ価値観であることに異

論の余地はない｡ したがって, 予め自らが移転させた知識に対するフィードバックや, 現地特

有の知識の獲得によって, 予め移転しようとする側から移転されてきた知識に織り込まれてい

るはずである価値観をキャプチャーし, 現地へ移転させる知識に現地の価値観を織り込めば,

こうした知識移転はより円滑に行われるものであると考える｡

この仮説に基づき, 本論文は, 現地固有の知識の本社への移転は, 本社から海外拠点への適

切な知識移転, 即ち移転された知識の現地利害関係者による受け入れの鍵を握っていることを

証明する｡

そのために, 本論文は, まず本国本社が知識移転をする際に移転させる価値観を形成する文

化の定義, 多国籍企業内部の国際知識移転における価値観の移転の概観によって議論の範囲を

設定する｡ また, 上述の本論文の主張を踏まえた先行研究の限界の指摘と本論文の主張の論証

を試みる｡ これらの考察を踏まえて, 海外現地法人を対象としたインタビュー調査, またそれ

を補足する多国籍企業の本国本社およびその海外現地法人を対象とした定量調査の分析を行う｡

２. 定義

本論文では, ｢文化｣ および ｢現地利害関係者｣ という用語をキーワードとして用いている

が, 文化についてはその意味や定義については多岐に渡る一方, 現地利害関係者については,

広く認知されている用語であるとは考えづらい｡ 本章においては, 当該用語の本論文における

定義を示すことで, その後の議論の範囲を定めるものとする｡ さらに, 多国籍企業が移転させ

る知識に内包する文化あるいは価値観とは何を指すのかについても言及する｡
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４) 現地利害関係者が円滑な知識移転の鍵であることを如実に示す例として, ����年の味の素インドネ
シアにおける豚酵素事件 (公式プレスリリース, ����年９月��日アクセス, ������������������������������������������������), や, インドにおけるコカコーラによる地下水汚染事件 (������������(����)��������������������������������������������������������������������‒���) があげられる｡
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2-1-1. 文化の定義に関わる経緯

文化の定義を始めて行ったとされる����������は, 文化を ｢社会の一員である人間が取

得した知識, 信念, 芸術, 法律, 監修, 能力, 習慣を含む複雑な体系である (����)｣ と定義
し, 人間が後天的に獲得するもの, かつ複雑な社会的産物とした｡ また�����������������
(����) は, ｢社会集団の全て, あるいはほとんどの構成員によって共有されるもの｣ と, より
広範に定義している｡

広辞苑 (第５版) には, 文化について以下のように記してある：｢(１) 文徳で民を教化する

こと, (２) 世の中が開けて生活が便利になること, (３) 人間が自然に手を加えて形成してき

た物心両面の成果｡ 衣食住をはじめ, 技術・学問・芸術・道徳・宗教・政治など生活様式と内

容とを含む｡ 文明とほぼ同義に用いられることが多いが, 西洋では人間の精神的生活に関わる

ものを文化とよび, 技術的発展のニュアンスが強い文明と区別する｣｡ この記述は, このこと

ばが日本語において幅広い意味で捉えられていることを示している｡ 特に, 三番目の定義は,�����や�������� ���������のそれと, ほぼ共通するものである｡ これらの定義に共通
して見られるのは, 『文化が, 人間が生後獲得するものという ｢学習性｣ と一定の地域或いは

集団で共通して見られるという ｢共有性｣ を備えている』 ということである (久米, 遠山����)｡
2-1-2. 文化の定義の多様性

上掲の�������� ���������他による定義 (����) が示すように, 文化の定義は実に多
様である｡ 多様に存在する理由は二つ考えられる｡ まず一つ目として, ｢研究者が, 各々異な

った指向と背景を持った分野から文化を定義している (���������� ������������)｣ か
らだと考えられる｡ また, �������� ���������の時代と比較して, 今日は, 社会科学にお
ける文化の関心がますます増加し, この文化ということばを ｢人文・社会科学分野でつねに使

用され解釈され続けている最重要キーワードの１つ (久米, 遠山 ����)｣ にさせているからだ,
とも言える｡

文化を定義することの困難さのもう一つの理由として～これは最も重要であり, 前者の原因

と関連することでもあるが～文化を抽象化, 一般化することが出来ないからと考えられる｡ な

ぜなら, 上述した������の文化の定義に対して, �����(����) が ｢文化を人間の社会生活

の全てを表現するものとして定義した｣ と解説したように, 文化自身を説明するためには多く

の物質, 状態, また行動が ｢文化｣ として用いられるからである｡ ������� �����(����)
も, ｢世代から世代へ引き継がれる知識, 言語, 価値観, 習慣など様々なものを含むもの｣ が,

文化に対する一般的な見方であるとしているが, 具体的には, ｢自分と空間との関係, コミュ

ニケーションと言語の関係, 服装, 外見, 食べ物, 時間と時間に対する感覚, 人間関係, 規範,

信念, 態度, こうした一連の意識的なプロセス, あるいは学習の仕方, そして仕事のやり方な
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どに対する習慣など, すべてのものを含んでいる｣ と述べている｡ このことは, 文化には表層

文化と深層文化の両方が混在していることも同時に示している｡

文化を定義する上で留意しなければならないのが, ｢言葉で表されない前提条件が文化の中

心にある (����������)｣ ということ, つまり文化の中心は言葉に出来ない前提条件で成り
立っているということである｡ 例えば, ��������(����) や�����������(����) が示した
モデルは, 文化はいくつかの層で成り立ち, その根幹には, ｢基礎的な前提 (����������������)｣ としての ｢価値観｣ が存在することを示している｡

例えば, 図表２の��������の ｢たまねぎ型モデル｣ は, 文化のレベルと, そのレベル毎の

表出度を示したものである｡ そのうちで表出度が最も高いレベルは, シンボルであり, 文化に

成り代わって具象化されたものである｡ 対して最も表出度の低いレベルは, 最も具象化しにく

い価値観である｡ この価値観というものは, ��������(����) によれば, ｢人間にとって, た
いてい��歳までに身に付けられているものであり, その価値観は, いったん出来上がるとその
後で変更を加えることは難しい｣ ものとされており, ある年齢に達するまでに, 我々人間は暗

黙的に, つまり言葉にすることなしに ｢基本的前提｣ を既に学習, 取得している｡ しかし, 文

化は ｢常に集合的な現象 (������������)｣ であるから, 一人だけが独自の価値観やら慣行
やらを保持していたとしても, 文化と言うことは出来ず, それはそれぞれの人に特有の ｢パー

ソナリティー (������������)｣ である｡ すなわち文化は, 価値観, 儀礼, ヒーロー, シン
ボル, そしてそれらを貫く慣行を, 集団で～少なくとも二人以上で～共有することによって成

り立つような ｢マインドの集団的プログラミング (������������������������������)｣
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図表２：Hofetede の ｢たまねぎ型モデル｣：文化の表出レベル

出典：��������(����) 邦訳
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(������������) である｡ よって, 仮にシンボルを捉えることによって文化の一部を捉える
ことが出来ても, その全体を捉えるには, 深層たる価値観にまで達して考察しなければならな

い, というのが��������の見解であり, これが文化に対する今日の支配的見解と言える｡ 以
上の議論から, 文化が関わる研究においては, シンボルのように, 捉えられやすい文化の表層

を用いて考察するだけでは成立せず, 言葉で表されない前提条件を視座に含めなければならな

い, と結論付けることが出来る｡

2-1-3. 多国籍企業内部の国際知識移転と文化

国際経営研究において議論の対象となる ｢文化の相違｣ と呼ばれるものは, 大よそが ｢国民

文化｣ の相違のことであり, それは, 主に国や地域が異なるということと同義である｡ 国際経

営研究において国民文化のみを議論の対象とすること, すなわち国民文化を文化と捉えること

については, 常に議論の対象となっている｡ なぜなら, 組織の数だけ ｢文化｣ があるとすれば,

実際には ｢文化｣ と称するものは無数に存在するはずなのにもかかわらず, 国民文化以外を捨

象することは, 個々人に備わっている文化は国民文化しか存在せず, 人間の価値観や行動の基

準は全て国民文化に帰するものとしてしまうからである｡ 例えば, ��������の四次元モデル
(����, ����等 ) は ｢文化イコール国民文化｣ であることを前提としているが, この前提に対
して��������自身が, 予め以下の内容のことを述べていることに注目したい｡
人間社会は, ｢少なくとも一万年前, いやおそらくもっと古くから存在している｣ ものである

のに対して, 国民国家は ｢人類史上では極めて最近の出来事である｣ ので, ｢国民国家と社会

は同じではなく｣, 文化は ｢厳密に言えば, 国家よりも社会｣ に帰属するものである｡ しかし,

国家の成立によって, ｢国民国家の統合をさらに進めようとする強い力が生まれてくる｣ ので,

｢国家という枠組みこそが, 国民に共通するメンタル・プログラムのかなりの部分を規定する

源になっている｣｡ よって, ｢国を単位としてデータを収集する｣｡

このように, 彼は, 少なくとも, 経営が国家を跨いだ場合の価値観の相違を図る場合に, 国民

文化を文化として位置づけることは妥当なことだ, と説明している｡ しかし, 経営に影響を与

える文化として, 組織自身が持っている ｢組織文化 (企業であれば企業文化)｣ が存在する

(馬越 ����) ことは言うまでもない｡ 価値観を共有している人間の数, という物理的な規模か
ら言って, 国民文化の規模をはるかにしのいでいる事例も多く存在するので, 組織文化が, 国

民文化の価値観を規定することもありうる｡ また, 図表３が示すように, 企業内の国際知識移

転が現地利害関係者に対して移転させる価値観は, 国民文化だけではなく, 企業文化が規定す

る価値観もあると考えることが出来る｡ この図表の場合, 現地利害関係者にとっての異文化と

いうのは, 国民文化�であると同時に, 企業文化�でもある｡ しかしながら, 本国本社が海
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外現地法人や現地利害関係者に移転させる知識に内包する価値観や, 現地利害関係者と対峙す

る価値観が, 国民文化, 企業文化のどちらが規定する価値観であるのかは, 時と場合による,

と言うほかない｡ しかも, 宗教文化が国民文化や企業文化よりも明らかに価値観に大きく影響

を与えている事例５) を考えれば, 図表３においては, ｢国民文化�および�｣ を, ｢宗教文化�および�｣ に代替して説明するほうが妥当な場合もあるかもしれない上に, ３つ以上の文
化が複雑に絡み合い, マトリックスでは説明出来ない構図も想像可能である｡ よって, 少なく

とも本論文が扱う事象において, 価値観を形成する文化が国民文化か企業文化かをゼロサムゲ

ームで論じることに意味があるとは言いがたい｡

したがって, 先行研究が, 経営の国際化の進展によって生まれた異文化同士の接触およびそ

の諸相の背景として, 国民文化をその要因とみなして扱ってきた以上, この文化を既定として

論じざるを得ないが, 国民文化以外の文化, 特に企業文化を捨象して論じることも現実的なも

のと認めることは出来ない｡ 移転される知識に内包する価値観は, 国民文化, 企業文化, その

他の価値観が対峙しうるであろう, 全ての文化によって規定される, と本論文は説明する｡

2-2. 現地利害関係者

本論文は, 冒頭に示したように, 多国籍企業の海外拠点の利害関係者の持つ本国本社への現

地特有の知識の移転が, 本国本社から海外拠点への適切な知識移転のための鍵であるとし, 現

地利害関係者による移転された知識に内包する価値観が現地利害関係者に受容されるようなフ

レームワークとして, 移転先の価値観を, 移転させようとする知識に織り込むことを提示して

いる｡ 本論文では海外現地法人の利害関係者を ｢現地利害関係者｣ と称しているが, この用語

多国籍企業内部の国際間知識移転における現地利害関係者管理の戦略的重要性に関する研究 ���

５) 脚注４のインドネシアにおける事例を参照のこと｡

図表３ 知識移転と価値観を形成する文化

国民文化� 国民文化�
企業文化�
企業文化�
出所：著者作成
※矢印は, 知識移転のルート

本国本社 海外現地法人

現地利害関係者
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を定義し, また本論文が具体的にどのアクターを扱うのかについて, ここで概論する｡

ステークホルダーマネジメントの研究において多く用いられている�������(����) の定
義によれば, ｢利害関係者 (�����������) は, 組織の目的の達成に影響を与えたり影響を受
けたりするグループや個人｣ を指している｡ �������の定義を応用するならば, 現地利害関
係者 (����������������) とは, 海外現地法人という組織の目的の達成に影響を与えたり影
響を受けたりするグループや個人と定義される｡ また海外現地法人だけではなく, 本国本社や

他の海外現地法人といった多国籍企業組織の各ユニットに対して, 直接的, あるいは間接的に

影響を与える現地利害関係者もいることを考慮すれば, 即ち多国籍企業全体の組織の目的の達

成に影響を与えたり影響を受けたりするグループや個人, と定義することも可能である｡

また, 現地利害関係者と定義される具体的な利害関係者について, 近年では, ���������
(����) が, 利害関係者を三つのグループに類型化している｡ 第一に, 産業構造利害関係者
(�����������������������������) として合弁や提携のパートナー, サプライヤー, サプラ
イチェーン提携者, 監督官庁, 労働組合, 顧客やユーザー, 第二に, 社会政治的利害関係者

(���������������������������) として, 政府, 地方自治体, 現地社会や市民, 第三に資源ベ
ース利害関係者として, 投資家と従業員を挙げている｡�������・・���� ����(����) は, 政府, メディア, 非政府組織 (���) などといった社会
政治的利害関係者 (��������������������������) を, 非市場利害関係者 (����������������������) と定義することによって, それ以外の, 顧客, サプライヤーなどといった市場利害関
係者と区別して定義している｡ 本国本社から受ける影響を受ける非市場利害関係者は, ケース

によって多種多様であり, 定義づけることは簡単ではないが, 市場利害関係者においては, 従

業員, 取引先, 顧客, 投資家とある程度普遍的であると考えられる｡ よって, 本論文において

は, 現地利害関係者を指すアクターを, 市場利害関係者に限り, 特に従業員と取引先 (顧客)

に限る６)｡

立教経済学研究 第��巻 第３号 ����年���

６) 大柳 (����) は, ｢企業価値の評価者という観点から, 評価対象とすべきステークホルダーは, 株
主, 顧客, 従業員に限定しても良い｣ と述べている｡

図表４：利害関係者の定義�������・・���� ����(����) による定義 ���������(����) による定義
市場利害関係者
顧客, サプライヤー

産業構造利害関係者
合弁や提携のパートナー, サプライヤー, サプライチェ

ーン提携者, 監督官庁, 労働組合

資源ベース利害関係者
投資家と従業員

非市場利害関係者
政府, メディア, 非政府組織 (���) 社会政治的利害関係者

政府, 地方自治体, 現地社会や市民

出所：���������(����) および�������(����) を元に著者作成

���������������������������������������������������������������



３. 多国籍企業内の国際知識移転に関する議論の再検討

本章では, 多国籍企業内部の国際資源移転, とりわけ価値観の移転における現地利害関係者

との関わりについて再検討する｡

3-1. 多国籍企業内の国際知識移転のパターン

多国籍企業内の国際知識移転は, 移転される知識そのものによって多くのパターンが存在す

るだけではなく, 多くの内的, 外的要因がそのパターンに差異を与えるが, ここでは特に, 組

織の国際化のパターンと組織の形態を挙げる｡

例えば, 組織の国際化のパターンによる差異は, 企業の国際化の初期段階である海外直接投

資 (�����������������������) の段階から, 現在のような, 資源調達, 生産加工から販売,
アフターサービスに至るまでフルセット型の海外現地法人として進出する段階とでは, 移転さ

せる知識の種類も異なる, と説明することが出来る｡

組織の形態による差異は, ��������� �������(����) による多国籍企業の組織類型によ
って説明出来る｡ 例えば, グローバル型であれば, 本国本社から海外現地法人への知識移転

(図表５における①) が頻繁である｡ 一方, マルチナショナル型は国境を越えた知識移転がグ

ローバル型程頻繁ではなく, トランスナショナル型は, 双方向の知識移転 (図表５における①

と③に加えて②と④) を頻繁に行うものであることは容易に想像出来る｡

補足ではあるが, 本国本社, 海外現地法人, また現地利害関係者への知識移転のパターンを

示しているが, 本国本社から現地利害関係者への知識移転は, 必ずしも海外現地法人を経由し

ているとは限らない場合があることも注意されなければならない｡ 例えば, 本国本社が直接現

多国籍企業内部の国際間知識移転における現地利害関係者管理の戦略的重要性に関する研究 ���

図表５ 多国籍企業と現地利害関係者との知識移転のパターン

国民文化� 国民文化�
企業文化�
企業文化�
出所：著者作成
注：矢印に付された丸囲みの数字については本文中を参照のこと｡

本国本社 海外現地法人

現地利害関係者

④
⑥

⑤

③

②

①
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地利害関係者と取引をするケースが, 国際化の初期段階では必然であるように, 本国本社と現

地利害関係者とが直接知識移転を行う (⑤および⑥)｡ これは, 前述したように, 現地利害関

係者も, 本国本社にとっての直接の利害関係者となり得るという根拠となる｡

3-2. 異文化マネジメント研究における企業内国際知識移転

異文化マネジメント研究は, 経営における文化の問題を扱う分野 (馬越 ����) であり, 異
なった文化的背景を持つ現地利害関係者の管理に焦点を当てる本論文にとっては, 中心となる

研究分野である｡ この分野の研究は, 企業内国際知識移転における現地利害関係者の管理をど

のように位置づけてきたのかについて, 先行研究を考察する｡����� �������(����) など複数の類型化研究をまとめると, おおよそ図表６のように再
類型化することが出来る｡ 興味深いのは, 先行研究によって研究対象が異なることであり, 単

純比較研究では文化の表層, 文化比較研究では文化そのものである価値観, そして経営戦略研

究では文化そのものから離れていることである｡

第一に挙げた単純比較研究という名称は, ����� �������の類型化における ｢単純比較

アプローチ (����������������)｣ から採用したものである７)｡ この研究では, 文化を ｢考

察されるあらゆる相違の動機付けの要素としての基礎的な説明変数 (�������������������������) (����� �����������)｣ としてみなし, 一国の文化的特徴としての経営管理, 労働
慣行, 機能, 行動の描写８) や比較９) を行うものである｡ 経営管理, 労働慣行, 機能, 行動の相

違は, 理論的な裏づけを持たせることをなく国民文化の相違とみなすのがこの研究の特徴であ

り, 例えば, 仮に日本的労働慣行といわれるものが国民文化に起因するものでないとしても,
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図表６：異文化マネジメントの先行研究の類型化

単純比較研究 文化比較研究 経営戦略研究

研究の焦点 国 文化 組織

研究内容 一国の経営機能の移転可
能性や普遍性の比較研究

文化の相違や類似性の比較
研究

組織に対する文化や文化的多
様性の影響の分析

代表的研究 ����� (����), �������
(����) ��������(���������),����������(����) �����������(����), �����

(����), ��������, (����)
指摘される問題 経験論, 理論的基礎欠如 文化に対する静態的視点 経営の普遍可能性の追求と文

化的多様性の尊重との矛盾

出所：著者作成

７) ｢単純 (�����) 比較｣ と称したことについて, ����� �������は, 愚かで馬鹿馬鹿しいという
のではなく, むしろ ｢素朴 (���������)｣ で ｢未熟な (���������)｣ 研究という意味で名づけた,
と述べている｡

８) 例として, �����(����) による英国と米国の経営比較研究｡
９) 例として, ������������(����) のドイツとフランスの産業組織に関する比較研究｡
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他国と比較をする際には, 国民文化に起因するものとしてみなすということである｡

第二に挙げた文化比較研究という名称は, 主に文化の深層たる価値観を指標化し, 定量分析

によって比較を行う研究であることから名付けた｡ 経営と文化との関係を描写したり分析した

りする研究というよりは, むしろ文化にフォーカスし, 比較する研究である｡ ������������
の類型化においては, カルチャーバウンドアプローチ及びカルチャーフリーアプローチが含ま

れ, �����(����) による類型においては, 普遍性を否定し相違性を強調した多元 (�����������)
研究, および類似性と相違性の双方を探究した比較 (�����������) 研究が含まれる｡ 代表的
研究としては, ��������(����, ����) の４次元 (あるいは５次元) モデルや, �������
(����) の国民文化と組織文化との関係といった ｢カルチャーバウンドアプローチ (社会, 心

理学などを用いた)｣, ���������(����, ����) などの ｢カルチャーフリーアプローチ (コン

ティンジェンシー理論を用いた)｣ からの研究が含まれる｡

第三に挙げた経営戦略研究とは, 企業において対象とした経営機能において, 文化的多様性

の管理と活用を戦略的に行おうとする研究であることから名付けた｡ ����� �������は,
前者二つを ｢比較 (�����������) アプローチ｣ の研究, これらの研究を ｢インターナショナ

リストアプローチの研究｣ と対比させており, 後者の類型が, 本論文での経営戦略研究と対応

する��)｡ また, �����(����) において同じく対応する類型は, 資源としての類似性と相違性
の活用を人的資源管理の側面から探究しようとしたシナジーアプローチ研究である｡ 一般的に

近年の ｢異文化経営｣ や, ｢異文化マネジメント｣ と言われるものはこの研究に属すると考え

られる｡ 代表的な研究としては, ���������������� ������(����) による国際人的資源管
理研究や, ��������(����) による, 労働慣行移転に関する米におけるトヨタと��の合弁
企業�����の工場と, �����の���������(ウッデヴァラ) 工場との労働慣行の比較研究
が挙げられる｡ これらの研究に総じて言えることは, 経営戦略における文化の影響をいかにし

て管理し活用するかを目的としているので, 文化は経営戦略に影響を与える変数として位置づ

けられる, ということである｡

この経営戦略研究のうち, 特に多国籍企業の海外拠点管理, あるいは知識移転に関連する研

究に対象を絞り, 以下の３つに分類する｡ 第一に, 本社による海外現地法人の管理メカニズム

に注目したもの (�������� ��������������������� �����������������������������������������������������������������������), 第二に, 海外現地法人の管理に
おける倫理的側面の相違に注目したもの (����������������������������� ����������������), そして第三に本国本社と海外現地法人との間の文化的側面の相違に注目したも
の (�������������������������� ������������������������) である｡�����(����) は, 文化的多様性にはメリットとデメリットの双方があり, デメリットを最

多国籍企業内部の国際間知識移転における現地利害関係者管理の戦略的重要性に関する研究 ���

��) 二つの ｢アプローチ｣ の対比については, ������������(����) ����の��������を参照のこと｡
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小化し, メリットを最大化することによって ｢異文化シナジー｣ が生まれるとしているが, こ

うした文化的多様性を競争優位性の源泉であることを前提とした研究の多くには, 文化的多様

性のデメリットに対する管理に十分に言及しているとは言えない｡ 換言するならば, 文化的多

様性を競争優位の源泉としている一方, 文化的多様性を背景にした多様なマネジメントプラク

ティスを収斂しようとする, これらの研究における試みには矛盾が存在していることである｡

競争優位の源泉となる知識を蓄積するために文化的多様性の存在を利用しようとする一方, そ

の知識の再配分や, 移転させる知識に内包する価値観が現地利害関係者に与える影響に対して

は死角になっている, ということである｡

その背景として, グローバル規模での知識の獲得と配分に関して意思決定を行う本社の戦略

的役割が強調される今日においては, 知識移転を受ける側としての海外現地法人や現地利害関

係者が直面するこうした影響の管理よりも, 意思決定者たる本国本社による現地利害関係者や

海外現地法人から知識移転を通じて受ける影響の管理にますます焦点が充てられていることを

指摘する｡ 多国籍企業の海外現地法人は, 客観的にみれば, ｢本国本社の組織の一部という側

面をもつ一方, 独立した法人格を持つ現地の一企業という側面も持つ (吉原 ����)｣｡ しかし
ながら, 先行研究は海外現地法人を本国本社の組織の一部と見なして論じてきたことによって,

国際間の知識移転に内包する価値観が, 現地利害関係者が取り巻く進出先においても適用可能

であるはずという認識を無意識に与えている��)｡ 結果として, 企業内の国際知識移転に関する
従来の異文化マネジメントにおける議論では, 上述のように現地利害関係者に知識移転の影響

が及ぶこと自体について無意識的に無視されていると考える｡

従って, 本社から海外現地法人への知識移転が戦略上重要な活動である限り, 進出先におい

ても知識が知識として活用される為には, 現地利害関係者の持つ現地固有の価値観を内包させ

た知識を本国本社に移転させ, 移転先の現地利害関係者の持つ価値観の持つ価値観を内包させ

ることが求められている, と考える｡

４. 実証調査

著者は, 多国籍企業内の国際知識移転, とりわけ本国本社から海外現地法人への知識移転に

おける現地利害関係者の受容と, その為の現地から本国本社への知識移転の重要性に関して実

証可能なケースを得るため, 海外現地法人を対象としたインタビュー調査を実施した｡ また,

インタビュー調査の補足を目的として, 本国本社と海外現地法人を対象としたアンケート調査

を実施した｡
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��) 例えば, ������(����) は, ���������(����) に内在する自国中心的な思い込み (����������������������) は無意識的に普遍性を求める議論に結びつくとして批判している｡
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実証調査の実施にあたっては, まずアンケート対象となる母集団を選定し, その対象企業か

らインタビュー参加者候補を選定するというプロセスをとった｡ 母集団となる業界あるいは企

業集団などの選定については, 海外に進出している日本の自動車部品企業, と定めた｡ その第

一の理由は, 個人研究において調査や分析を行うことが可能な母集団の規模や範囲, 業界や企

業集団の特性を考慮した結果であることだが, 以下の研究上の意義が見出されると期待された

ことも理由として挙げられる｡ 一つ目に, 自動車部品産業は日本の代表的産業である自動車産

業の基礎を担っている重要な産業であること, 二つ目に, 自動車産業の生産拠点の海外移転に

伴って, 多くの企業が海外へ展開していること, またこれらの理由によって当該産業を対象と

した調査の結果は, 多くのインプリケーションをもたらすであろうという期待があったことで

ある｡

4-1. 日本自動車部品企業の在タイ現地法人を対象としたインタビュー調査

インタビュー調査の参加者の選定に以下のプロセスが取られた｡ まず, 企業内の国際知識移

転と現地利害関係者の管理の双方に最も近いアクターであり, 本国本社よりも詳細なケースを

得ることを目的として, 本社ではなく, 海外現地法人をインタビューの回答者として選定した｡

続いて, アンケートに回答した海外現地法人各社の所在国または地域のうち一カ国に所在する

海外現地法人を, インタビュー参加者の候補群とした｡ そのうち, 予算等の制約条件に見合う

調査先として, 進出先が��社で２番目に多いタイを選択した (一番目は��社の米国である)｡
この��社全社に, 直接および本社経由で匿名でのインタビュー調査の依頼文をメール及び書簡
で送付したところ, ３社からインタビュー調査に協力出来る旨の連絡を頂いた｡ 以上の事由で,

日本自動車部品企業の在タイ現地法人３社をインタビュー調査の対象とした｡

インタビュー調査の目的は, 以下の二点である｡ 一点目は, 現在および過去の状況下におけ

る, 本国本社から海外現地法人への, 国際知識移転の重要性の有無の認識を確認すること, も

う一点は, 本国本社から海外現地法人へ移転される知識に内包する価値観への, 現地利害関係

者��) が持つ価値観の織り込みの実践を確認すること, その実践は知識の現地利害関係者の受容
との関連性を探ること, またその実践に関するケースを得ることである｡

本調査は, ����年３月６日から８日の各日, 日本自動車部品企業の在タイ現地法人３社を対
象にインデプスインタビューを実施したものである｡ 場所は, 各社の本社事務所, 時間は２時

間から３時間程度の時間を頂いて, 参加者は, �社 (３月６日), �社 (３月７日), �社 (３

月８日) であり, うち, �, �社の参加者の肩書は, ���������(社長), �社の参加者の肩書
は����������������(取締役) であった｡

多国籍企業内部の国際間知識移転における現地利害関係者管理の戦略的重要性に関する研究 ���

��) 上述 ｢���. 現地利害関係者｣ で説明したように, この実証調査においては, 現地従業員, および
取引先を現地利害関係者の対象とした｡
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まず, 本国本社から海外現地法人への定期的な国際知識移転活動の, 現時点での有無を確認

したところ, 現時点では３社共に行われていないことがわかった｡ よって, 本国本社から移転

される知識への現地特有の知識の織り込みは, 調査を実施した時点では行われていないことに

なる｡ 理由として, 各社は以下の点を挙げた｡ 一点は, ２社 (�, �社) は本国本社から移転
された知識, 例えば経営理念, 経営方針から機械の操作知識や従業員管理に至るまで, 海外現

地法人側がアレンジして, あるいはそのまま現地従業員に知識を与えている点, もう一点は,

１社 (�社) が挙げたように, 事業年数が長く現地特有の知識が蓄積されているので, 本国本
社から意思決定や知識移転を受けるような位置にはなく, 本国本社は株主とみなし, 本国本社

から移転される知識に現地特有の知識を織り込ませる必要性がない, という点である｡

一方, ����(����������������������������������������������海外技術者研修協
会��)) が実施する現地従業員 (特に技術者) の日本への派遣 (�, �社) や, ｢日本語検定｣
の受験の推奨 (�社��)) といった, 本国本社の持つ価値観を受容しやすくする為の活動が必要
に応じて実施されていることが事例として挙げられた｡ 本国本社から本国国籍の従業員が責任

者として派遣されることは, 知識移転の一つの形態であるので, 本国本社から海外現地法人へ

の知識移転は皆無ではないものの, 本国本社が, 従業員にとって受容しやすいようにアレンジ

された知識を海外現地法人に移転させることより, 本国本社の持つ知識に内包される価値観を

従業員が受容しやすいようにアレンジすることを重視しているように見受けられる｡ ただし,

海外拠点を設けてから年数が��年前後と浅い�社では, 設立時に, 経営理念, 経営方針や機
会の操作知識や従業員管理を, 現地従業員からのフィードバックを得て, 本国本社から移転さ

せる知識を現地の価値観に合わせてアレンジし続けたという事例が挙げられた｡ これらの事例

は, 異文化接触の初期においては, 本国本社が自らの知識移転に対するフィードバックから現

地特有の知識をキャプチャーし, それを移転させる知識に織り込ませるという活動を行ってい

たことを明らかに示すものである｡ 同時に, 操業年数が長いことは, 異文化接触が長く続いて

いることでもあるので, その活動の重要性が薄れている, ということも示すものである｡

また, もう一者の現地利害関係者である取引先に関する事例として興味深いことは, ３社共

に日本に本社を置く自動車アセンブラーが主な取引先であることである｡ すなわち, その海外

現地法人の全ては本社での取引先であるアセンブラーの移転に伴って設立されたという経緯が

あるので, 取引先の本社の所在地が日本である上に, 自動車部品企業である調査対象者の本社

も同じく日本である｡ いうなれば, これらの海外拠点の取引先は, 同一の国民文化を由来とす

立教経済学研究 第��巻 第３号 ����年���

��) ｢主として開発途上国の技術者・管理者を育成し, 日本の技術協力を推進する経済産業省所管の研
修専門機関｣ であるとしている (����ホームページより���������������������������������������������������年９月２日アクセス)��) �社では, ｢日本語検定｣ の受験については, 合格した級に応じて, 月給に手当を加えているとの
こと｡
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る企業の海外拠点, ということになる (図表７参照)��)｡
結果として, 一例として, 欠品率において日本と同一の基準 (現地企業よりも高い基準) を

求めているように, 対象企業に本国本社の移転された知識をそのまま用いることを求めている

ことを挙げている｡ このことが示すのは, 日本に本社を置く企業 (海外現地法人) 同士が海外

にて取引する場合には, 本国本社が移転させる知識に現地特有の知識を織り込む重要性はそう

でない場合と比較して低い, ということである｡ また, 各社共に, 主に本国本社における取引

先のアセンブラーの海外現地法人と取引をしていることから, 企業文化においても, それに内

包する知識の織り込む必要性がないことを示しているといえる｡

このインタビュー調査を通じて得たインプリケーションは, 一つ目に, 本国本社から海外現

地法人に移転される知識について, 現地利害関係者の持つ特有の知識の織り込みの重要性は現

地法人の経営期間と関連があることである｡ すなわち, 海外現地法人での異文化接触の経験に

依存し, 特に進出初期において必要性が高いように見られるということである｡ 二つ目は, 知

識移転と取引先の管理に関する事例が示すように, 現地利害関係者の活動の背景となる組織

(取引先の本国本社) が本国本社と取引先と同一の価値観を有する場合は, 事実上, 現地にお

いても, 共有された価値観, つまり同一の国民文化に基づいた価値観で知識移転が行われてい

る, ということである｡

4-2. 日本自動車部品企業を対象としたアンケート調査

以下では, 多国籍企業内の国際知識移転における現地利害関係者の受容と, その為の現地か

ら本国本社への知識移転の必要性についての関連についてのインタビュー調査の補足として,

多国籍企業内部の国際間知識移転における現地利害関係者管理の戦略的重要性に関する研究 ���

��) このような取引関係の背景に, ｢系列｣ の存在が想定されるが, 今回の調査対象となった３社にお
いては, その指摘は特に当たらないとの回答を得た｡

図表７ インタビューでの事例における自動車アセンブラーと部品企業の本国本社及び海外現地法人との関係と文化

国民文化� 国民文化�
企業文化�
企業文化�
出所：著者作成

自動車部品企業の
本国本社

自動車部品企業の
海外現地法人

アセンブラーの
海外現地法人

アセンブラーの
本国本社
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本国本社と海外現地法人を対象として実施したアンケート調査��) について説明する｡
この調査の目的は, 多国籍企業内の本社から海外現地法人への知識移転の重要性と現地利害

関係者の管理の重要性との相関が, 現地への進出年が早期である企業ほど低くなる, というイ

ンタビュー調査で得られたインプリケーションを仮説とし, これを証明するものである (図表

９参照)｡ ただし, 特に母集団の数が海外現地法人を対象とした調査の場合は少ないので, あ

くまでも補足的な参考資料として扱うこととする｡

アンケート項目は, (�) 多国籍企業内の国際知識移転における価値観の移転に対する認識

立教経済学研究 第��巻 第３号 ����年���

��) このアンケート調査での質問票の作成にあたっては, 小林他 (����) および植木 (����) でのアン
ケート調査で用いた質問票を参考とした｡

図表８：質問票

質問番号 質問文�１ 本国本社は, 海外現地法人とのコミュニケーションを十分に図っていると思う｡�２ 本国本社は, 海外現地法人が必要とする情報を適切に提供していると思う｡�３ 本国本社は, 海外現地法人の経営にあたって, 現地の宗教, 文化, 習慣を十分に理解し, 配
慮していると思う｡�４ 本国本社の経営理念や経営方針は, 海外現地法人においてそのまま用いることが可能なもの
だと思う｡�５ 海外現地法人のトップは, 日本本社の勤務経験のある人間が良いと思う｡�６ 仮に海外現地法人のトップが日本人でない場合でも, 日本の文化や社会に詳しい人間の方が
良いと思う｡�７ 海外現地法人の従業員でも, 能力のある者は本社社員 (あるいは役員) として採用したいと
思う｡�８ 日本の会社として, 海外現地法人の一般従業員にも日本の文化を知ってもらうことが必要だ
と思う｡�１ 海外現地法人と, 現地の従業員, 政府, 地域社会などとの関係は, 本国本社の業績に影響を
及ぼすと思う｡�２ 本国本社は, 海外現地法人と現地の政府や地域社会との関係に積極的に関与する必要がある
と思う｡�３ 海外現地法人への派遣者は, 派遣前に現地の言語, 文化, 習慣等の知識を得るための研修を
行う｡�４ 海外現地法人の現地従業員を日本に迎えて, 日本の文化や習慣についての研修を行っている｡�５ 本国本社あるいは海外現地法人は, 地域住民や社会に向けたフィランソロピー (社会貢献活
動) を行っている｡�６ 本国本社あるいは海外現地法人は, 地域住民や社会に向けて, 直接・間接的に自らの活動を
説明・広報する機会を設けている｡

出所：著者作成
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と (�) 現地利害関係者の管理に対する認識を示す変数として, 図表８に記されているような��つの質問を設定し, うち, (�) 多国籍企業内の国際知識移転に対する認識に関する操作変
数は, �１から�８までの８つの質問, (�) 現地利害関係者の管理に対する視座に関する操
作変数は, �１から�６までの６つの質問と設定した｡ これらの質問に対して, ｢①明らかに
そう思う｣ から ｢⑤明らかにそう思わない｣ までの選択肢から五者択一で選択するものである｡

なお, 各設問の設定理由は, 後述する｡

分析方法は, 図表８で示した質問群�および�の各質問同士の相関係数が５％水準以上で
有意である相関の数を, 回答を得た本国本社の全社で出力した場合と, 以前から進出している

企業のみで出力した場合で比較するものである｡ また, 海外現地法人においても, 回答を得た

海外現地法人全社で出力した場合と, 以前から進出している企業のみで出力した場合で比較す

る｡ 早期に海外展開している企業, または早期に事業を開始した海外現地法人において, 全数

調査との比較において相関の数が低ければ, 仮説は証明されたものとする｡

なお, 質問�１および�２は, 本国本社および海外現地法人との知識移転の豊富さに対す
る満足度を測る質問である｡ 質問�３および�４は, 本国本社および海外現地法人との文化
的相違に対する認識を測る質問である｡ 質問�５から�８までは, 本国本社が海外現地法人
に移転させようとする価値観に対する認識 (�５および�６) と, 海外現地法人が本国本社に
移転させようとする価値観に対する認識を測る質問である｡

また質問�１は, 本国本社における現地利害関係者の存在に対する認識を測る質問である｡
質問�２は, 海外現地法人による現地利害関係者管理に対する本国本社のモニタリングの認識
を測る質問である｡ 質問�３は, 本国本社が移転させようとする知識に対して現地利害関係者
の受容の重要さの認識を測る質問である｡ 質問�４は, 本国本社からの知識移転の成功におけ
る, 現地利害関係者の受容の重要さに対する認識を測る質問である｡ 質問�５および６は, 知
識移転と現地利害関係者との関連に対する認識を測る質問である｡

多国籍企業内部の国際間知識移転における現地利害関係者管理の戦略的重要性に関する研究 ���
図表９：アンケートにおける仮説および各概念の相関関係

出所：著者作成

(質問群�)
多国籍企業内の国際知識
移転の重要性の認識

(質問群�)
現地利害関係者の管理の

重要性の認識

現地 (異文化環境) への進出年が早期＝
相関性低
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4-2-1. 本国本社を対象とした調査

アンケート送付の対象としたのは, 社団法人日本自動車部品工業会のホームページに掲載さ

れている加盟企業のうち, １カ国 (地域) 以上の海外に進出している, と筆者が社団法人日本

自動車部品工業会のホームページあるいは各企業のホームページで確認��) した企業であり,
その数は���社である｡ まず, アンケート調査に回答可能な担当者の連絡先を入手するため,
各企業に電話, ファックスあるいは電子メールで直接連絡した｡ この段階で, アンケートへの

回答を拒否した企業が��社あった｡ また電話番号が入手できなかったり, 電子メールやファッ
クスでの連絡の返事がなかったりしたために連絡先を入手できなかった約半数の企業には, 本

社代表住所宛の ｢海外事業ご担当者様｣ と付記して送付した｡ また, 連絡先が入手できた企業

に対しては, 宛先に担当者の氏名を明記し, 計���社へ質問票を送付した｡ 回答期限と設定し
た����年��月末日までに回答用紙を返送した企業の数は��社であった｡ うち２社は, 海外進出
をしていない (著者のミス) ものが１社, ほか１社は白紙回答であったため, 無効回答となっ

た｡ よって, ��社から有効回答を得たことになる｡ 送付数 (���社) に対しての回答率は�����
％である (図表10参照)｡

本国本社の全社での結果と, 早期から海外進出をしている企業の本国本社での結果を比較す

るにあたっては, ｢早期から海外進出をしている｣ の定義を決める必要があった｡ 本論文では,

これを����年以前に進出をしている企業として定義した｡ 理由としては, それ以前に既に海外
進出を果たしている企業は, ����年 (プラザ合意) 以降, 特に����年代に日本企業の海外進出
が急速に活発化している時期に進出した企業と仮説で提示した各認識を持つ必要性に, 進出動

機などの理由から明確な相違が出るのではないかと考えたからである｡

相関分析の結果, 本国本社の全社で出力した場合では, ８の相関関係が有意 (図表11参照)

であり, 早期から進出している企業のみで出力した場合では, ４の相関関係が有意 (図表12参

照) であった｡ 従って, 先に述べた仮説は証明されたこととなる｡

立教経済学研究 第��巻 第３号 ����年���

��) 下記ページにおいて����年８月１日に参照�����������������������
図表10：本国本社を対象としたアンケートの回答率

度 数 対対象企業 (％) 対送付数 (％)

対象企業 ���
送 付 ��� �����
返送回答 �� ����� �����
有効回答 �� ����� �����
出所：著者作成
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図表11：本社全社 (N=66) のアンケートにおける質問群Aと Bとの相関

質問 �１ �２ �３ �４ �５ �６�１ �������の相関係数 ����� ������ ������ ������ ������ ������
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������２ �������の相関係数 ����� ������ ������ �����(��) ������ ������
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������３ �������の相関係数 ����(�) �����(�) ������ ������ ����� �����
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������４ �������の相関係数 ������ �����(��) ����� ����(��) ������ �����
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������５ �������の相関係数 ����� ������ ������ ������ ������ �����
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������６ �������の相関係数 ����� ����� ������ ������ ����(�) �����
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������７ �������の相関係数 ����(��) ����� ������ ������ ������ �����(�)
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������８ �������の相関係数 ������ ����� ������ ������ ����� ������
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� �����

出所：著者作成��相関係数は１％水準で有意 (両側)｡ �相関係数は５％水準で有意 (両側)｡
図表12：早期 (1985年以前) に海外進出した本社 (N=21) のアンケートにおける質問群Aと Bとの相関

質問 �１ �２ �３ �４ �５ �６�１ �������の相関係数 ����� ������ ������ ������ �����(�) ������
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������２ �������の相関係数 ����� ������ ����� ������ ������ ������
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������３ �������の相関係数 ����� �����(�) ������ ������ ������ ������
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������４ �������の相関係数 ������ �����(��) ����� ����� ������ �����
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������５ �������の相関係数 ������ ����� ������ ������ ������ �����
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������６ �������の相関係数 ������ ����� ������ ������ ����� ����(�)
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������７ �������の相関係数 ����� ������ ������ ������ ������ ������
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������８ �������の相関係数 ����� ����� ������ ������ ����� �����
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� �����

出所：著者作成��相関係数は１％水準で有意 (両側)｡ �相関係数は５％水準で有意 (両側)｡
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4-2-2. 海外現地法人を対象とした調査

アンケート送付の対象としたのは, 上記の本国本社を対象としたアンケートに回答した日本

自動車部品企業 (本国本社) の海外現地法人であり, 各企業につき最大３社とした｡ 海外現地

法人の選択は, 本社がアンケートの中で挙げた最大３つの代表的な海外現地法人とし, その数

は���社である｡ うち��社においては住所を入手することができなかった為送付を断念し, 住
所の判明した企業, ���社へ質問票を送付した｡ ����年３月末日までに質問表に回答した企業
の数は��社であった｡ うち４社は, 半数以上の質問において無回答であったため, 無効回答と
した｡ よって, ��社から有効回答を得た｡ 送付数 (���社) に対しての回答率は����％である
(図表13参照)｡ 海外現地法人の所在国の内訳は, 米国が��社, タイが４社, 英国が２社, 豪州,
中国, チェコ, 香港, 韓国が各１社である｡

海外現地法人全社での結果と, 早期から業務を開始している海外現地法人での結果を比較す

るにあたっては, ｢早期から業務を開始している｣ の定義を決める必要があった｡ 本論文では,

これを����年以前から業務を開始している企業として定義した｡ 理由としては, この調査にお
いて業務を開始する海外現地法人の数が, ����年以前と����年以降とでほぼ半分に分かれたか
らである｡

相関分析の結果, 海外現地法人の全社で出力した場合では, ７の相関関係が有意 (図表14参

照) であり, 早期から業務を開始している企業のみで出力した場合では, ６の相関関係が有意

(図表15参照) であった｡ 従って, 数値上では先に述べた仮説は証明されたこととなるが, 前

述したように, 海外現地法人を対象とした調査は, アンケートの回答率が低いことと, 母集団

の数の少なさゆえ, この結果はあくまでも参考程度に留めるものとする｡
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図表13：海外現地法人を対象としたアンケートの回答率

度数 対対象企業 (％) 対送付数 (％)

対象企業 ���
送 付 ��� �����
返送回答 �� ����� �����
有効回答 �� ����� �����
出所：著者作成
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図表15：早期 (1999年以前) に業務を開始した海外現地法人 (N=11) のアンケートにおける質問群 AとBとの相関

質問 �１ �２ �３ �４ �５ �６�１ �������の相関係数 ����� ����� ������ ������ ������ ������
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������２ �������の相関係数 ����� ����� ������ ������ ������ ������
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������３ �������の相関係数 �����(�) �����(�) ����(�) ������ ����� �����
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������４ �������の相関係数 ����� ����� ������ ����� ������ �����
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������５ �������の相関係数 ����� ����� ������ ������ ������ �����
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������６ �������の相関係数 ����� ����� ������ ������ ������ �����(�)
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������７ �������の相関係数 ����� ����� ������ ����� ������ ������
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������８ �������の相関係数 ����� ������ ������ �����(��) ������ �����(�)
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� �����

出所：著者作成��相関係数は１％水準で有意 (両側)｡ �相関係数は５％水準で有意 (両側)｡

図表14：海外現地法人全社 (N=23) のアンケートにおける質問群Aと Bとの相関

質問 �１ �２ �３ �４ �５ �６�１ �������の相関係数 ������ ������ ������ ������ ������ ������
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������２ �������の相関係数 ����� ������ ������ ������ ����� ������
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������３ �������の相関係数 ������ ������ ����� ������ ����� �����
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������４ �������の相関係数 ����� ����� ������ ������ ������ ������
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������５ �������の相関係数 ����� ����� ������ ������ ������ ������
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������６ �������の相関係数 ����� ����� ������ �����(�) ������ �����(�)
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������７ �������の相関係数 ������ ������ �����(��) ������ ������ �����(�)
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� ������８ �������の相関係数 ����(��) ����� ������ �����(��) ������ �����(�)
有意確率 (両側) ����� ����� ����� ����� ����� �����

出所：著者作成��相関係数は１％水準で有意 (両側)｡ �相関係数は５％水準で有意 (両側)｡
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4-3. 実証調査結果の分析

以上の実証調査を概観すると, 本社から海外現地法人への知識移転が戦略的に重要である場

合, 現地利害関係者の持つ現地特有の知識を本国本社から移転させる知識に織り込む活動が行

われる, という仮説を証明するものであった｡ そのインタビュー調査では, 現時点で, 知識移

転自体が活発に行われていない, という回答を得たものの, 事業開始時期においては, 現地の

特有の知識を本国本社がキャプチャーし, それを移転させる知識に織り込ませるという活動が

頻繁であったこと, 同時に海外事業の年数が長い, 即ち異文化接触が長く続いている場合は,

その活動の重要性が相対的に低くなる, ということも示す事例を得た｡ また, 現地利害関係者

の活動の背景となる組織 (取引先の本国本社) が本国本社と取引先と同一の価値観を有する場

合は, 事実上, 現地においても, 共有された価値観, つまり同一の国民文化に基づいた価値観

で知識移転が行われている, ということである｡ これらの事例は, 海外現地法人が活用する知

識は, 現地利害関係者が受容しやすい価値観を織り込むことが求められることを示す一例であ

ると言える｡

また, アンケートにおいては, ｢多国籍企業内の国際知識移転の重要性の認識｣ を尋ねた質

問群と, ｢現地利害関係者の管理の重要性の認識｣ について尋ねた質問群との相関性が, 早期

に進出している場合はそうでない場合に比べて低いことを明らかにすることを試みた｡ 本国本

社を対象とした調査の結果では差異が見いだされたものの, 海外現地法人の調査では, 信頼性

の問題から明確な差異を見出すには至らなかった｡

そして, この調査を通じて得た最も重要なインプリケーションは, 現地利害関係者の持つ価

値観が本国本社から移転させる知識に織り込む活動の必要性は, 本社から海外現地法人への知

識移転の戦略的な重要性に依存するということであり, 現時点では, その重要性は, 海外事業

の年数, つまり異文化接触の経験に依存する, ということである｡

なお, アンケートの質問文に関して指摘されなければならない問題点は, 本国本社を対象と

した調査では, �１, �５および�３の質問は, 全数対象, 早期進出企業対象共に, 他のどの
質問とも有意な相関関係を持たなかったことである｡ また, 海外現地法人を対象とした調査で

は, �１, �２, �４, �５および�５の質問は, 全数対象, 早期事業開始企業対象共に, 他
のどの質問とも有意な相関関係を持たなかったことも同じくである｡ また, 海外現地法人を対

象としたアンケート調査の母集団の数についてはいうまでもなく, 質問に対して中庸の立場

(質問回答において ｢③どちらともいえない｣ ) をとる回答が多かったことで, 質問文が適切

であったかどうかについて検討の余地があると考える｡

５. 結論

本論文は, 現地固有の知識の本社への移転は, 本社から海外拠点への知識移転の速やかな成
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功の条件である, 現地利害関係者による受容の鍵を握っていること証明することを目的とした｡

その為に, 現地利害関係者の持つ価値観を本国本社から移転する知識に織り込む, という一連

のフレームワークを仮説として提唱した｡ 結果としてその必要性についての論証は得たが, イ

ンタビュー調査およびこれを補足するアンケート調査における分析の結果は, このフレームワ

ークは, ある一定の状況下において適用可能性があるものであって, 知識移転の必要性が低い

場合には, 利害関係者の持つ価値観を織り込むというよりは, 利害関係者に本国本社の価値観

を織り込む方に重点が置かれていることが明らかとなった｡

本論文の冒頭で ｢海外現地法人への知識移転が本国本社によって行われる戦略上重要な活動

である限り｣, と述べたが, 海外での事業活動の期間が, 利害関係者の持つ特有の知識の本国

へのフィードバックの重要性と関連があることは明らかである｡ ただし, 価値観の衝突が起き

る事例は, 海外経験の多い企業により多く見受けられると考えるならば, その重要性は, 海外

事業活動の期間だけではなく, 他の要因とも関連があるのではないかと考えざるを得ない｡ 従

って, 本論文は結論として, 多国籍企業が移転させる知識が内包する価値観と現地利害関係者

と価値観とが衝突する事例は, 知識移転の重要性に応じた海外拠点からのフィードバックを行

う, 多国籍企業内の知識移転のチャネルに何らかの理由で障害が起きているということを示し

ているのではないか, と考えるに至った｡

よって, 今後の関心事としては, 知識移転の重要性とそのフィードバックの重要性の認識の

均衡のメカニズムに注目したい｡ そのためには, インタビュー, アンケート調査の再活用だけ

ではなく, オープンデータの活用によって, 詳細に探ることが求められる｡ 具体的には, 例え

ば海外現地法人の進出動機 (能動的か受動的か), 規模 (大企業か中小企業か), 組織形態 (前

述したようなグローバル型組織やマルチナショナル型組織といった差異), 進出国 (先進国か

開発途上国か, 物理的距離の有無), また顧客との関係 (特に系列や資本関係) 間の相違など

を共分散構造分析を用いて, 探ることが求められる｡ また, 本論文が関心の対象とする状況下

での価値観の衝突は, 非市場利害関係者と直面するケースも多く見られるので, 非市場利害関

係者も対象に含めることが求められる｡
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����������� ����������������(����), ������������������������������� �����������������������������(�����������), ������‒�����‒���� ������������� �����������(����), �������������� ��������������������������������������������������������������������� ������������(����), ��������������������������������������������������������������������������������������������������������������‒���� �������������������(����), �������������������������������������������������������������������������������������������������������������������‒���� ����������������(����)���������������������� ���������������������������� ������ ��������(����), �����������������������������－�����������������������������������������������������������������������������‒���� ������ ������������(����), ��������������������������������������������������������������������������������������‒����� ������������(����), ���������������������������������������������������� ���������(����), ���������������������������������������������������������������������������������������������‒�����‒����� ��������������(����), ������������������������������������������������������������������������� �������・・��������(����), ����������������������������������������������������������������������������������‒����� ��������(��), ��������(����), ������������������������ ‒��′������‒��′��′����������′���‒��′��������������� �������� ��������(����), ��������������������������������������������������������������������������������������������������������������‒����� ��������� ����������(����)��������������������������������(���) ����������� �����������������������������������������������������������������������������������������(�), �‒���� �������� ���������(����), ��������� �������������� ��������������������������������������������� ������������(����), ���� �������������������������������������������������������������������������������������������������‒���
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� ��������� �������(����), �������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������‒����� ��������������(����), ����������������������������������������������������������������������������������������������������������������‒����� ������������‒�����(����), ������������������������������������������������������������������������������������������������������������‒�����‒����� ��������������(����), �����������������������������������������������
(清水紀彦�浜田幸雄訳, 『組織文化とリーダーシップ�リーダーは文化をどう変革するか』,
ダイヤモンド社, ����年｡)� ��������������������(����), ������������������������������������������������������������� �����������������������������������������������������������������������������������‒����� ������������(����), ���������������������������������������������� ������������������������������������������������������������������‒����� ������������(����), ������������������������������������������������������������������������‒����� ������������ ��������������(����), ������������������������������������������������������������������������������������������(邦訳：須貝
栄訳, 『異文化の波 グローバル社会�多様性の理解』, 白桃書房, ����年｡)
参考文献 (国語)� 浅川和宏 (����), 『グローバル経営入門』, 日本経済新聞社｡� 石井・久米・遠山編著 (����), 『異文化コミュニケーションの理論』, 有斐閣ブックス｡� 植木真理子 (����), 『経営技術の国際移転と人材育成－日タイ合弁自動車企業の実証分
析－』, 文眞堂｡� 大柳康司 (����), 新たな企業価値の測定－レピュテーション・エクイティによる企業評
価－, 赤羽新太郎編 『専修大学商学研究所叢書６ 経営の新潮流－コーポレートガバナン

スと経営倫理－』 内第６章, 白桃書房｡� 小林英夫, 林倬史編著 (����), 『アセアン諸国の工業化と外国企業』, 中央経済新聞社｡� 鳥越恵美子 (����), 『異文化経営論の展開』, 学文社｡� 吉原英樹 (����), 『現地人社長と内なる国際化』, 東洋経済新報社｡

立教経済学研究 第��巻 第３号 ����年���
����������������������������������������������������������������


